
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年７月５日

【会社名】 株式会社スリー・ディー・マトリックス

【英訳名】 3-D Ｍatrix,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　髙村　健太郎

【本店の所在の場所】 東京都千代田区麹町三丁目２番４号

【電話番号】 03-3511-3440

【事務連絡者氏名】 取締役　新井　友行

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区麹町三丁目２番４号

【電話番号】 03-3511-3440

【事務連絡者氏名】 取締役　新井　友行

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集（売出）金額】 一般募集 2,281,619,000円

 オーバーアロットメントによる売出し 353,999,000円

 （注）１　募集金額は、発行価額の総額であり、平成25年７月

１日（月）現在の株式会社大阪証券取引所におけ

る当社普通株式の終値を基準として算出した見込

額であります。

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額に

て買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額

（発行価格）で一般募集を行うため、一般募集に

おける発行価格の総額は上記の金額とは異なりま

す。

２　売出金額は、売出価額の総額であり、平成25年７月

１日（月）現在の株式会社大阪証券取引所におけ

る当社普通株式の終値を基準として算出した見込

額であります。

【安定操作に関する事項】 １　今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場株式に

ついて、市場価格の動向に応じ必要があるときは、金融商

品取引法施行令第20条第１項に規定する安定操作取引が

行われる場合があります。

２　上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市

場を開設する金融商品取引所は、株式会社大阪証券取引

所であります。

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

 （大阪市中央区北浜一丁目８番16号）
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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 550,000株
完全議決権株式で株主の権利に特に制限のない株式。
単元株式数は100株であります。

（注）１　平成25年７月５日（金）開催の取締役会決議によります。

２　本募集（以下「一般募集」という。）に伴い、その需要状況を勘案し、80,000株を上限として、一般募集の主幹事会社

であるＳＭＢＣ日興証券株式会社が当社株主である永野恵嗣（以下「貸株人」という。）より借り入れる当社普通

株式の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」という。）を行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出しに関しましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　１　オーバー

アロットメントによる売出し等について」をご参照ください。これに関連して、当社は平成25年７月５日（金）開

催の取締役会において、一般募集とは別に、ＳＭＢＣ日興証券株式会社を割当先とする第三者割当による当社普通

株式80,000株の新規発行（以下「本第三者割当増資」という。）を決議しております。その内容に関しましては、後

記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　第三者割当増資について」をご参照ください。

３　一般募集に関連してロックアップに関する合意がなされておりますが、その内容に関しましては、後記「募集又は売

出しに関する特別記載事項　３　ロックアップについて」をご参照ください。

４　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

平成25年７月16日（火）から平成25年７月18日（木）までの間のいずれかの日（以下「発行価格等決定日」という。）に決

定される発行価額にて後記「３　株式の引受け」欄に記載の引受人は買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額（発行価

格）で一般募集を行います。引受人は払込期日に発行価額の総額を当社に払込み、一般募集における価額（発行価格）の総額

との差額は引受人の手取金とします。当社は引受人に対して引受手数料を支払いません。

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 ― ― ―

一般募集 550,000株 2,281,619,000 1,140,809,500

計（総発行株式） 550,000株 2,281,619,000 1,140,809,500

（注）１　全株式を金融商品取引業者の買取引受けにより募集します。

２　発行価額の総額は、引受人の買取引受けによる払込金額の総額であります。

３　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される資本金等

増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとしま

す。また、増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額としま

す。

４　発行価額の総額及び資本組入額の総額は、平成25年７月１日（月）現在の株式会社大阪証券取引所における当社普

通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【募集の条件】

発行価格（円）
発行価額
（円）

資本
組入額
（円）

申込株
数単位

申込期間
申込
証拠金
（円）

払込期日

未定
(注)１、２

発行価格等決定日
の株式会社大阪証
券取引所における
当社普通株式の終
値（当日に終値の
ない場合は、その
日に先立つ直近日
の終値）に0.90～
1.00を乗じた価格
（１円未満端数切
捨て）を仮条件と
します。

未定
(注)１、
２

未定
(注)１

100株
自　平成25年７月19日(金)
至　平成25年７月22日(月)

(注)３

１株につ
き発行価
格と同一
の金額

平成25年７月25日(木)
(注)３

（注）１　日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件による需要

状況を勘案した上で、平成25年７月16日（火）から平成25年７月18日（木）までの間のいずれかの日（発行価格等

決定日）に、一般募集における価額（発行価格）を決定し、併せて発行価額（払込金額であり、当社が引受人より１

株当たりの新株式払込金として受取る金額）及び資本組入額を決定いたします。なお、資本組入額は、前記「（１）

募集の方法」に記載の資本組入額の総額を前記「（１）募集の方法」に記載の一般募集における新株式発行数で

除した金額とします。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格及び引受人の手取金をいい、以下「発行価格等」とい

う。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資

本組入額の総額、差引手取概算額、本第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、手取金の使途、オー

バーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいい、以

下「発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項」という。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代え、

発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後か

ら申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］http://www.3d-matrix.co.

jp/news/new2.html）（以下「新聞等」という。）において公表します。なお、発行価格等が決定される前に有価証

券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。また、発行価格等の

決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含

まれる場合には、目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。

２　前記「２　株式募集の方法及び条件」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額とは異なります。発行価格と発行

価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３　申込期間及び払込期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決定する予

定であります。なお、上記申込期間及び払込期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。

当該需要状況の把握期間は、最長で平成25年７月12日（金）から平成25年７月18日（木）までを予定しております

が、実際の発行価格等の決定期間は、平成25年７月16日（火）から平成25年７月18日（木）までを予定しておりま

す。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成25年７月16日（火）の場合、申込期間は「自　平成25年７月17日（水）　至　平成25年７

月18日（木）」、払込期日は「平成25年７月23日（火）」

②　発行価格等決定日が平成25年７月17日（水）の場合、申込期間は「自　平成25年７月18日（木）　至　平成25年７

月19日（金）」、払込期日は「平成25年７月24日（水）」

③　発行価格等決定日が平成25年７月18日（木）の場合、上記申込期間及び払込期日のとおり、

となりますので、ご注意ください。
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４　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

５　申込証拠金のうち発行価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当します。

６　申込証拠金には、利息をつけません。

７　株式の受渡期日は、払込期日の翌営業日であります。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成25年７月16日（火）の場合、受渡期日は「平成25年７月24日（水）」

②　発行価格等決定日が平成25年７月17日（水）の場合、受渡期日は「平成25年７月25日（木）」

③　発行価格等決定日が平成25年７月18日（木）の場合、受渡期日は「平成25年７月26日（金）」

となりますので、ご注意ください。

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口座での振

替えにより行われます。

 

（３）【申込取扱場所】

後記「３　株式の引受け」欄の金融商品取引業者及びその委託販売先金融商品取引業者の本店並びに全国の各支店及び営

業所で申込みの取扱いをいたします。

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三井住友銀行　小石川支店 東京都文京区小石川一丁目15番17号

株式会社みずほ銀行　　神田支店 東京都千代田区神田小川町一丁目１番地

（注）　上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。
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３【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 440,000株
１　買取引受けによります。

２　引受人は新株式払込金と

して、払込期日に払込取

扱場所へ発行価額と同額

を払込むことといたしま

す。

３　引受手数料は支払われま

せん。

ただし、一般募集におけ

る価額（発行価格）と発

行価額との差額は引受人

の手取金となります。

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 55,000株

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 33,000株

ＵＢＳ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 22,000株

計 ― 550,000株 ―

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

2,281,619,000 16,332,000 2,265,287,000

（注）１　引受手数料は支払われないため、「発行諸費用の概算額」は、これ以外の費用を合計したものであります。また、消費

税等は含まれておりません。

２　払込金額の総額（発行価額の総額）は、平成25年７月１日（月）現在の株式会社大阪証券取引所における当社普通

株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

（２）【手取金の使途】

上記差引手取概算額2,265,287千円については、一般募集と同日付をもって取締役会で決議された本第三者割当増資の手

取概算額上限330,167千円と合わせて、手取概算額合計上限2,595,454千円については下記に充当する予定であります。

１．2,000,000千円を平成29年４月期までに研究開発資金

２．800,000千円を平成26年４月期までに金融機関からの短期借入金（吸収性局所止血材（TDM－621）の原材料であるペ

プチド購入資金及び運転資金を用途とした借入金）の返済

３．残額が生じた場合は平成26年４月期までの運転資金

なお、上記手取金は、具体的な充当時期までは安全性の高い金融商品等で運用する予定であります。

 

今回の新株式発行による調達により、当社グループ（当社及び連結子会社３社）は、研究開発を早期に広範囲で進めるこ

とが可能となり、持続的な成長のための事業基盤の強化及び中長期的に安定的成長を支える財務基盤の強化を図ることがで

きるものと考えております。
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なお、研究開発資金については、主に吸収性局所止血材（TDM－621）の海外展開に向けての準備費用として米国及び欧州

での臨床試験、人件費等に充当する予定です。なお、用途別の具体的な内訳は以下のとおりであります。

   （単位：千円）

使途 内容 金額 支出予定時期

各種試験費

用

各開発パイプライン（注）の治験開始までの前臨

床試験費用
40,000平成25年10月～平成29年４月

臨床関係費

用

各開発パイプライン（注）の臨床試験を実施する

ための医療機関治験施設への各種支払・申請費用
1,460,000平成25年11月～平成29年４月

原材料費用

各開発パイプライン（注）における各試験に使用

するペプチド製剤費用・治験に使用するペプチド

製造費用等

160,000平成25年10月～平成29年４月

研究開発人

件費用
研究開発を実施するために要する人件費等 340,000平成26年11月～平成27年４月

合計 2,000,000  

（注）各開発パイプラインとは、外科領域として、日本国内の他に米国、欧州及びアジア地域へ事業展開を進めている吸収性

局所止血材（TDM－621）並びに日本国内で事業展開を進めている粘膜隆起材（TDM－641）であります。
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第２【売出要項】
 

１【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び
氏名又は名称

普通株式 80,000株 353,999,000
東京都千代田区丸の内三丁目３番１号
ＳＭＢＣ日興証券株式会社

（注）１　オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集に伴い、その需要状況を勘案して行われる、一般募集の主幹事会

社であるＳＭＢＣ日興証券株式会社が貸株人より借り入れる当社普通株式の売出しであります。なお、上記売出数

は上限の株式数を示したものであり、需要状況により減少する場合、又はオーバーアロットメントによる売出しが

全く行われない場合があります。

オーバーアロットメントによる売出しに関しましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　１　オーバー

アロットメントによる売出し等について」をご参照ください。

今後、売出数が決定された場合は、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格及び引受人の手取金）及

び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の総額、差引手取概算額、本第三

者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、手取金の使途、オーバーアロットメントによる売出しの売出数

及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の訂正事項分の交付に代え、発

行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から

申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］http://www.3d-matrix.co.

jp/news/new2.html）（新聞等）において公表します。なお、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内

容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。また、発行価格等の決定に際し、発行

価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には、

目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。

２　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

３　売出価額の総額は、平成25年７月１日（月）現在の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の終値を基準と

して算出した見込額であります。

 

２【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

売出価格
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及
び氏名又は名称

元引受契約の内容

未定
(注)１

自　平成25年
７月19日(金)
至　平成25年
７月22日(月)
(注)１

100株
１株につき
売出価格と
同一の金額

ＳＭＢＣ日興証
券株式会社及び
その委託販売先
金融商品取引業
者の本店並びに
全国の各支店及
び営業所

― ―

（注）１　売出価格及び申込期間については、前記「第１　募集要項　２　株式募集の方法及び条件　（２）募集の条件」におい

て決定される発行価格及び申込期間とそれぞれ同一とします。

２　申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

３　申込証拠金には、利息をつけません。

４　株式の受渡期日は、前記「第１　募集要項　２　株式募集の方法及び条件　（２)募集の条件」における株式の受渡期日

と同日とします。

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口座での振

替えにより行われます。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】
 

１　オーバーアロットメントによる売出し等について

一般募集に伴い、その需要状況を勘案し、80,000株を上限として、一般募集の主幹事会社であるＳＭＢＣ日興証券株式会社が

貸株人より借り入れる当社普通株式（以下「借入株式」という。）の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）を行う

場合があります。なお、当該売出数は上限の株式数を示したものであり、需要状況により減少する場合、又はオーバーアロット

メントによる売出しが全く行われない場合があります。

これに関連して、オーバーアロットメントによる売出しが行われる場合は、当社は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社に対して、

オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数（以下「上限株式数」という。）を上限に、本第三者割当増資の割当を受

ける権利（以下「グリーンシューオプション」という。）を、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間

終了日の翌日から起算して30日目の日（30日目の日が営業日でない場合はその前営業日）を行使期限として付与します。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、借入株式の返還を目的として、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期

間終了日の翌日からグリーンシューオプションの行使期限までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」という。

（注））、上限株式数の範囲内で株式会社大阪証券取引所において当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」

という。）を行う場合があり、当該シンジケートカバー取引で買付けられた当社普通株式は借入株式の返還に充当されます。な

お、シンジケートカバー取引期間内においても、ＳＭＢＣ日興証券株式会社の判断で、シンジケートカバー取引を全く行わない

場合、又は上限株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

また、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間中、当社普通株式につい

て安定操作取引を行うことがあり、当該安定操作取引で買付けた当社普通株式の全部又は一部を借入株式の返還に充当する場

合があります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、シンジケートカバー取引により買

付けた株式数及び安定操作取引で買付けた当社普通株式の全部又は一部を借入株式の返還に充当する場合における当該株式

数を控除した株式数についてのみ、グリーンシューオプションを行使し本第三者割当増資の割当に応じる予定であります。し

たがって、本第三者割当増資における発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本第三者割当増資

における最終的な発行数が減少する場合、又は発行そのものが全く行われない場合があります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社が本第三者割当増資の割当に応じる場合には、ＳＭＢＣ日興証券株式会社はオーバーアロットメ

ントによる売出しによる手取金をもとに払込みを行います。

オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われる場合の売出

数については、発行価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない場合は、ＳＭＢＣ日興証

券株式会社による貸株人からの当社普通株式の借り入れは行われません。したがって、ＳＭＢＣ日興証券株式会社はグリーン

シューオプションを全く行使しないため、失権により、本第三者割当増資による新株式発行は全く行われません。また、株式会

社大阪証券取引所におけるシンジケートカバー取引も行われません。

（注）　シンジケートカバー取引期間は、

①　発行価格等決定日が平成25年７月16日（火）の場合、「平成25年７月19日（金）から平成25年８月16日（金）ま

での間」

②　発行価格等決定日が平成25年７月17日（水）の場合、「平成25年７月20日（土）から平成25年８月16日（金）ま

での間」

③　発行価格等決定日が平成25年７月18日（木）の場合、「平成25年７月23日（火）から平成25年８月21日（水）ま

での間」

となります。
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２　第三者割当増資について

前記「１　オーバーアロットメントによる売出し等について」に記載のＳＭＢＣ日興証券株式会社を割当先とする本第三者

割当増資について、当社が平成25年７月５日（金）開催の取締役会において決議した内容は、以下のとおりです。

（１）募集株式の数は、当社普通株式80,000株とします。

（２）払込金額は、１株につき、前記「第１　募集要項　２　株式募集の方法及び条件　（２）募集の条件」において決定される

一般募集における発行価額（払込金額）と同一とします。

（３）増加する資本金の額は、会社計算規則第14条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算

の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとします。

また、増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額とします。

（４）払込期日は、平成25年８月21日（水）から平成25年８月26日（月）までの間のいずれかの日。ただし、一般募集及びオー

バーアロットメントによる売出しの申込期間終了日の翌日から起算して30日目の日（30日目の日が営業日でない場合

はその前営業日）の３営業日後の日とします。

 

３　ロックアップについて

当社はＳＭＢＣ日興証券株式会社に対して、発行価格等決定日に始まり、一般募集の受渡期日から起算して180日目の日に終

了する期間（以下「ロックアップ期間」という。）中はＳＭＢＣ日興証券株式会社の事前の書面による承諾を受けることな

く、当社普通株式及び当社普通株式を取得する権利あるいは義務を有する有価証券の発行又は売却（本第三者割当増資に係る

新株式発行並びに株式分割及びストックオプション等に関わる発行若しくは交付を除く。）を行わない旨を合意しておりま

す。

なお、上記の場合において、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、その裁量で当該合意内容の一部若しくは全部につき解除し、又は

ロックアップ期間を短縮する権限を有しております。
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第３【第三者割当の場合の特記事項】
 

該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
 

特に新株式発行並びに株式売出届出目論見書に記載しようとする事項は次のとおりであります。

 

・表紙に当社のロゴマーク を記載いたします。

 

・表紙裏に以下の内容を記載いたします。

 

１　今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格及び引受人の手取金をいい、以下「発行価格等」という。）が決

定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の総額、差

引手取概算額、本第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、手取金の使途、オーバーアロットメントによる売

出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいい、以下「発行価格等の決定に伴い連動して

訂正される事項」という。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代え、発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び

発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当

社ウェブサイト（［URL］http://www.3d-matrix.co.jp/news/new2.html）（以下「新聞等」という。）において公表しま

す。なお、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分

が交付されます。また、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記

載内容についての訂正が含まれる場合には、目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。

 

２　募集又は売出しの公表後における空売りについて

（１）金融商品取引法施行令第26条の６の規定により、「有価証券の取引等の規制に関する内閣府令」（以下「取引等規制府

令」という。）第15条の５に定める期間（有価証券の募集又は売出しについて、有価証券届出書が公衆の縦覧に供され

た日の翌日から、発行価格又は売出価格を決定したことによる当該有価証券届出書の訂正届出書が公衆の縦覧に供され

た時までの間）において、当該有価証券と同一の銘柄につき取引所金融商品市場における空売り（注１）又はその委託

若しくは委託の取次ぎの申込みを行った投資家は、当該募集又は売出しに応じて取得した有価証券により当該空売りに

係る有価証券の借入れ（注２）の決済を行うことはできません。

（２）金融商品取引業者等は、（１）に規定する投資家がその行った空売り（注１）に係る有価証券の借入れ（注２）の決済

を行うために当該募集又は売出しに応じる場合には、当該募集又は売出しの取扱いにより有価証券を取得させることが

できません。

（注）１　取引等規制府令第15条の７各号に掲げる、次の取引を除きます。

・先物取引

・国債証券、地方債証券、社債券（新株予約権付社債券及び交換社債券を除く。）等の空売り

・取引所金融商品市場における立会外売買による空売り

２　取引等規制府令第15条の６に定めるもの（売戻条件付売買又はこれに類似する取引による買付け）を含みます。
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・第一部　証券情報の直前に以下の内容を記載いたします。

 

（株価情報等）

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】

平成23年10月24日から平成25年６月28日までの株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び株式売買

高の推移（週単位）は以下のとおりであります。

なお、当社株式は、平成23年10月24日をもって株式会社大阪証券取引所に上場いたしましたので、それ以前の株価、ＰＥＲ及

び株式売買高について該当事項はありません。

 

 

（注）１　当社は、平成23年７月26日付で普通株式１株を100株とする株式分割を、平成23年８月30日付で普通株式１株を４株

とする株式分割を、平成24年９月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割を、平成25年６月１日付で普通株式

１株を２株とする株式分割をそれぞれ行っており、株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移（週単位）については、下記

（注）２乃至４に記載のとおり、当該株式分割を考慮したものとしております。

２　・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。なお、平成24年

９月１日付株式分割の権利落ち前の株価については、当該株価を２で除した数値を、以降平成25年６月１日付株

式分割の権利落ち前の株価については、当該株価を２で除した数値をそれぞれ株価としております。

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。

・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。
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３　ＰＥＲの算出は以下の算式によります。

 
ＰＥＲ（倍）＝

週末の終値

 １株当たり当期純損益（連結）

週末の終値については、平成24年９月１日付株式分割の権利落ち前は当該終値を２で除した数値を、以降平成25年

６月１日付株式分割の権利落ち前は当該終値を２で除した数値をそれぞれ週末の終値としております。

平成23年10月24日から平成24年４月30日については、平成23年９月16日提出の有価証券届出書の平成23年４月期の

連結財務諸表の１株当たり当期純損失を1,600で除した数値を使用。

平成24年５月１日から平成25年４月30日については、平成24年４月期有価証券報告書の平成24年４月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を４で除した数値を使用。

平成25年５月１日から平成25年６月28日については、平成25年６月13日に公表した平成25年４月期の未監査の連結

財務諸表の１株当たり当期純損失を使用。

（平成23年４月期及び平成25年４月期は１株当たり当期純損失を計上しているため、ＰＥＲはマイナスとなってお

ります。）

４　株式売買高について、平成24年９月１日付株式分割の権利落ち前は当該株式売買高に４を乗じた数値を、以降平成25

年６月１日付株式分割の権利落ち前は当該株式売買高に２を乗じた数値をそれぞれ株式売買高としております。
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２【大量保有報告書等の提出状況】

平成25年１月４日から平成25年６月28日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出状況は、下記のとおり

であります。

提出者(大量保有者)の
氏名又は名称

報告義務発生日 提出日 区分
保有株券等
の総数
（株）

株券等保有
割合（％）

佐々木桂一 平成24年12月26日平成25年２月12日大量保有報告書 475,500 5.12

佐々木桂一

平成25年１月21日平成25年２月12日
変更報告書
（注）1

616,900 6.65

株式会社グローバルプロダクト
プランニング

16,900 0.18

佐々木桂一 ― 平成25年２月18日
訂正報告書
（注）２

― ―

佐々木桂一

― 平成25年２月18日
訂正報告書
（注）１、３

― ―
株式会社グローバルプロダクト
プランニング

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社

平成25年２月15日平成25年２月21日
大量保有報告書
（注）４

385,900 4.09

ジェー・エフ・アセット・マネ
ジメント・リミテッド(JF Asset
Management Limited)

76,500 0.81

ジェー・ピー・モルガン・ア
セット・マネジメント（タイワ
ン）リミテッド(JPMorgan Asset
Management (Taiwan) Limited)

12,700 0.13

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社

平成25年２月28日平成25年３月６日
変更報告書
（注）４

477,400 5.05

ジェー・エフ・アセット・マネ
ジメント・リミテッド(JF Asset
Management Limited)

110,400 1.17

ジェー・ピー・モルガン・ア
セット・マネジメント（タイワ
ン）リミテッド(JPMorgan Asset
Management (Taiwan) Limited)

16,400 0.17

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社

平成25年３月29日平成25年４月４日
変更報告書
（注）４

653,700 6.91

ジェー・エフ・アセット・マネ
ジメント・リミテッド(JF Asset
Management Limited)

112,300 1.19

ジェー・ピー・モルガン・ア
セット・マネジメント（タイワ
ン）リミテッド(JPMorgan Asset
Management (Taiwan) Limited)

16,400 0.17

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社

平成25年４月15日平成25年４月19日
変更報告書
（注）４

750,600 7.94

ジェー・エフ・アセット・マネ
ジメント・リミテッド(JF Asset
Management Limited)

112,300 1.19

ジェー・ピー・モルガン・ア
セット・マネジメント（タイワ
ン）リミテッド(JPMorgan Asset
Management (Taiwan) Limited)

16,400 0.17
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提出者(大量保有者)の
氏名又は名称

報告義務発生日 提出日 区分
保有株券等
の総数
（株）

株券等保有
割合（％）

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社

平成25年６月14日平成25年６月20日
変更報告書
（注）４

1,365,4007.20

ジェー・エフ・アセット・マネ
ジメント・リミテッド(JF Asset
Management Limited)

124,000 0.65

ジェー・ピー・モルガン・ア
セット・マネジメント（タイワ
ン）リミテッド(JPMorgan Asset
Management (Taiwan) Limited)

27,700 0.15

佐々木桂一

平成25年６月４日平成25年６月24日
変更報告書
（注）1

1,041,0005.50

株式会社グローバルプロダクト
プランニング

33,700 0.18

佐々木桂一

― 平成25年６月27日
訂正報告書
（注）１、５

1,041,0005.50

株式会社グローバルプロダクト
プランニング

33,800 0.18

（注）１　佐々木桂一及び株式会社グローバルプロダクトプランニングは共同保有者であります。

２　当該訂正報告書は、平成25年２月12日付で提出された大量保有報告書の記載内容の訂正のために提出されたもので

あります。

３　当該訂正報告書は、平成25年２月12日付で提出された変更報告書の記載内容の訂正のために提出されたものであり

ます。

４　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社、ジェー・エフ・アセット・マネジメント・リミテッド(JF Asset

Management Limited)及びジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメント（タイワン）リミテッド(JPMorgan

Asset Management (Taiwan) Limited)は共同保有者であります。

５　当該訂正報告書は、平成25年６月24日付で提出された変更報告書の記載内容の訂正のために提出されたものであり

ます。

６　上記の大量保有報告書等は関東財務局に、また大量保有報告書等の写しは当社普通株式が上場している株式会社大

阪証券取引所に備置され、一般の縦覧に供されております。
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第二部【公開買付けに関する情報】
 

該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】
 

第１【参照書類】
 

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照してく

ださい。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度第８期（自　平成23年５月１日　至　平成24年４月30日）　平成24年７月27日関東財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度第９期第１四半期（自　平成24年５月１日　至　平成24年７月31日）　平成24年９月13日関東財務局長に提出

 

３【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度第９期第２四半期（自　平成24年８月１日　至　平成24年10月31日）　平成24年12月13日関東財務局長に提出

 

４【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度第９期第３四半期（自　平成24年11月１日　至　平成25年１月31日）　平成25年３月13日関東財務局長に提出

 

５【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成25年７月５日）までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成24年７月27日に関東財務局長

に提出

 

６【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成25年７月５日）までに、金融商品取引法第24条の５第４項およ

び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書を平成24年８月15日に関東財務局

長に提出

 

７【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成25年７月５日）までに、金融商品取引法第24条の５第４項およ

び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書を平成25年５月14日に関東財務局

長に提出
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第２【参照書類の補完情報】
 

上記に掲げた参照書類であります有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載された

「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出書提出日（平成25年７月５日）までの間

において変更及び追加すべき事項が生じております。下記の「事業等のリスク」は当該有価証券報告書等に記載された内容を

一括して記載したものであり、当該変更及び追加箇所については＿＿＿罫で示しております。

なお、有価証券報告書等に将来に関する事項が記載されておりますが、下記の「事業等のリスク」に記載されたものを除き、

当該事項については本有価証券届出書提出日（平成25年７月５日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載

する将来に関する事項もありません。

 

「事業等のリスク」

以下において、当社グループの事業展開その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。

当社グループとしては、必ずしも事業展開上のリスク要因に値しないと考えられる事項についても、投資判断上、重要と考えら

れるものについては、投資者への積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、これらのリスクを認識した上で、その回

避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式への投資判断は、本項及び本項以外の記載も併せて慎重に検討

した上で行われる必要があると考えております。また、以下の記載は当社グループに関連するリスクの全部を網羅したものでは

ないことにご留意いただく必要があります。

なお、本文中の将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（平成25年７月５日）現在において当社グループが判断したも

のであります。

　

(1) 医療製品事業に関するリスク

① 薬事法等の法的規制に関する事項

薬事法は医薬品及び医療機器等の有効性及び安全性を確保することを目的としています。薬事法上、医療機器を製造・販売す

るためには、所管の都道府県知事より医療機器製造販売業許可を取得する必要があり、また、個別製品ごとに所轄官庁の承認又は

認証を得ることが必要となります。

当社は、平成22年８月18日に、東京都知事より第一種医療機器製造販売業許可を取得して（有効期限平成27年８月17日まで）、

医療機器の研究開発を行い、製造・販売に向け事業活動を行っています。当社グループでは、薬事法その他の関連法規の遵守に努

めており、事業の進捗に合わせて社内の体制の整備にも取り組んで参りました。しかしながら、第一種医療機器製造販売業許可に

ついては、当社に薬事法その他薬事に関する法令若しくはこれに基づく処分に違反する行為があったとき、又は当社若しくは当

社の役員が薬事法第12条の２第３号の準用する同法第５条第３号に掲げる事由に該当するに至ったときには、当該許可が取り消

される可能性があり（同法第75条第１項）、その場合、当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性が否定

できません。

また当社は、先行パイプラインである吸収性局所止血材ＴＤＭ‐621について、平成23年５月に、厚生労働大臣に対し製造販売

承認申請を行っています。

上記製造販売承認申請に至る過程において、当社では、ＴＤＭ‐621について、ＰＭＤＡのガイドラインに従ったＧＬＰ安全性

試験を実施した後に、平成22年１月よりヒトでの臨床試験を実施していますが、平成23年４月までに実施された全97症例につい

て、総じて有効な止血効果が認められており、また、因果関係を否定できない重篤な不具合及び副作用等の有害事象は検出されま

せんでした。

そのため、ＴＤＭ‐621について製造販売承認が得られない可能性は低いものと考えております。しかしながら、ＰＭＤＡとの

臨床試験開始前相談や臨床試験で安全性が確認された事項以外に追加確認が必要となる場合や、薬事法その他の関連法規に大き

な変更が生じた場合等には、ＴＤＭ‐621について、製造販売承認が取得できなくなり、当社グループの財政状態や経営成績に重

大な影響を及ぼす可能性が否定できません。
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また、ＴＤＭ‐621について製造販売承認が得られたとしても、ＴＤＭ‐621が、その申請に係る効能、効果若しくは性能を有す

ると認められないとき等は当該承認が取り消されることとなり（薬事法第74条の２第１項・第14条第２項第３号）、また、当社

が同法74条の２第３項に掲げる事由に該当する場合には、当該承認が取り消される可能性があります。かかる製造販売承認の取

消がなされた場合は、当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性が否定できません。

　

② 収益の不確実性に関する事項

止血剤は外科手術において幅広く使用され、手術件数や適応症例数も安定的に推移しており、止血材であるＴＤＭ-621が製品

化された場合、安定した需要が見込まれます。また、改正薬事法により生物由来製品の安全管理が厳しくなったことから、人工合

成物であり安全性が高いＴＤＭ-621は、既存製品と十分差別化できるものと考えております。しかしながら、現在は同製品につい

て製造販売承認申請をした段階であり、今後想定する適応手術領域より狭い範囲でしか製造承認を取得できない場合や、同製品

について保険収載が否定されたり、保険収載価格が想定価格と乖離が生じる場合があり得ます。

また、ＴＤＭ‐621は、国内に引き続き、韓国・台湾においても製造販売承認申請及び保険収載の申請を行う予定です。そのた

め、各国においても、適応手術領域より狭い範囲でしか製造承認を取得できなかったり、同製品について保険収載が否定され、ま

たは保険収載価格が想定価格と乖離が生じる可能性があることは否定できません。

また、欧米及びその他アジア地域においても製品上市に向けて臨床試験を開始する予定でありますが、各地域での法的規制そ

の他の関連法規に大きな変更が生じた場合、また臨床試験の結果、同製品の有効性・安全性が認められなかった場合には、同製品

の製造販売を実施することができない可能性があることは否定できません。

これらの事象が生じた場合には、当社グループの販売計画に影響を与える可能性があり、当社グループの財政状態や経営成績

に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

③ 特定の契約先からの事業収益への依存に関する事項

当社グループの事業収益は、扶桑薬品工業株式会社への依存度が高く、第８期連結会計年度の事業収益に占める割合が約

94.8％（第９期連結会計年度における同社からの事業収益はありません。）となっております。そのため、扶桑薬品工業株式会社

との契約が解除その他の理由で終了した場合や、何らかの理由により同契約で予定されている収益が得られなくなった場合に

は、当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼすこととなります。

また、安定的製品売上まで当社グループの主な事業収益は、製造販売承認申請を実施した吸収性局所止血材に関する契約一時

金・マイルストーンペイメントであります。そのため、仮に製品の製造販売承認や保険収載が取得できなかったり、計画通りに進

展しなかった場合には、同収益が獲得できず、または獲得が遅れることとなり、当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響

を及ぼす可能性があります。

　

④ 重要な契約に関する事項

当社グループの事業展開上、重要な契約が解除された場合、不利な契約改定が行われた場合や契約期間満了後に契約が継続さ

れない場合は、当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

⑤ 製造・販売に関する事項

当社グループは、伊藤忠ケミカルフロンティア株式会社との間で業務提携契約を締結し、自己組織化ペプチド技術製品の原材

料の調達先や、製剤の業務委託先の選定、販売提携先の選定に関し業務提携を行っています。当社グループは、ペプチド原材料に

ついて、複数社に対し製造を委託しています。また、当社は、止血材について、扶桑薬品工業株式会社との間で製造受委託契約を締

結しておりますが、今後、複数の海外企業に対し、製造の委託をすることを予定しています。
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このように、当社グループでは、ＴＤＭ-621の製造販売承認取得後の製品供給体制を強化するため、バックアップ体制の構築に

取り組んでおりますが、想定外の事故なども含め原材料の供給や委託製造に遅れが生じる事態になった場合には、当社グループ

の財政状態や経営成績に重大な影響を与える可能性があります。

また、当社グループは、提出日現在ＴＤＭ－621の製造販売承認申請を行っており、その国内販売について、扶桑薬品工業株式会

社との間で独占販売権許諾契約を締結しております。同社との契約においては、同社に最低購入義務が課せられておりますが、何

らかの理由で同社が同義務を果たさない場合、当社グループの販売計画に影響を与える可能性があり、当社グループの財政状態

や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

⑥ 製造物責任に関する事項

医療製品の設計、開発、製造及び販売には、製造物責任賠償のリスクが内在しております。

当社グループにおいては、製品の基礎となる自己組織化ペプチド技術を利用したＴＤＭ-621について、ヒトでの臨床試験を実

施済みであり、実施した全97症例において、因果関係を否定できない重篤な不具合及び副作用等の有害事象は検出されておりま

せん。しかしながら、今後、当社グループが開発した医療製品が患者の健康被害を引き起こす可能性は否定できず、治験、製造、販

売において不適当な点が発見された場合には、当社グループが製造物責任を負うことにより、当社グループの財政状態や経営成

績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

また、このような事例において結果として当社グループの過失が否定されたとしても、製造物責任に基づく損害賠償請求等が

なされたこと自体によるネガティブ・イメージにより、製品に対する信頼、ひいては当社グループの財政状態や経営成績に重大

な影響を及ぼす可能性があります。

　

⑦ 止血剤以外の医療製品に関する事項

当社グループでは、歯槽骨再建材ＴＤＭ-711について、当社子会社が平成23年７月にＦＤＡからＩＤＥの承認を得ておりまし

たが、米国において平成24年２月に臨床試験を開始しております。しかしながら、臨床試験の結果、同製品の有効性・安全性が認

められなかった場合には、同製品の製造販売を実施することができず、当社グループの事業戦略や経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

また、当社グループでは、外科領域において粘膜隆起材ＴＤＭ-641・血管塞栓材ＴＤＭ-631の研究開発を行っております。しか

しながら、これらについてはいずれも研究開発段階であり、今後の研究開発が計画どおりに進む保証はなく、事業化が順調に進展

しない場合には、当社グル―プの事業戦略、ひいては財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

上記の歯槽骨再建材ＴＤＭ－711及び研究開発中の粘膜隆起材ＴＤＭ-641・血管塞栓材ＴＤＭ-631は、いずれもＴＤＭ-621と

同じ配列（ＲＡＤＡ16）の自己組織化ペプチド技術を基礎としているものです。そして、ＴＤＭ-621については、既にヒトへの臨

床試験を実施しており、実施した全97症例について、因果関係を否定できない重篤な不具合及び副作用等の有害事象は検出され

ておりません。そのため、これらの製品についても、今後の臨床試験の結果、その有効性が認められれば、所轄官庁の承認または認

可を受けられない可能性は低いものと思われます。しかしながら、当該技術自体の安全性に疑問が生じることとなった場合や、薬

事法その他の関連法規に大きな変化が生じた場合には、これらの製品について承認または認可が取得できなくなり、当社グルー

プの事業戦略、ひいては財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性が否定できません。

ＤＤＳ領域においては、主に医薬品の研究開発を行っております。医薬品の場合には、医療機器と比べ臨床試験が多段階に設定

されていることから、承認申請に至るまでのプロセスが長期に亘り、また、不確定な要素が多くなるため、当社グループの想定ど

おりに研究開発が進まない場合には、当社グループの事業戦略、ひいては財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑧ 研究開発活動に関する事項

当社グループは、ＭＩＴからライセンスされている自己組織化ペプチド技術に関する基本特許群（下記「(2) 知的財産権に関

するリスク」において定義する。）の上に応用技術を構築し、新しい医療製品を開発することを目指しております。提出日現在

で、当社グループは日米約100の研究機関と共同研究を実施し、心筋再生技術、肝細胞培養技術、膵島細胞培養/移植技術などの分

野では特許出願またはその準備を行っており、その他多数の分野において論文発表が行われております。当社グループでは、現在

の主要なパイプラインに続く次の事業化候補として、これらの応用技術から、（a）創傷治癒、心筋再生、軟骨/椎間板再生など細

胞を用いない再生治療、（b）埋め込み型人工膵臓治療、体外型人工肝臓治療など細胞を用いるが体内埋植しない治療法、さらに

（c）膵島移植治療、脊椎損傷治療など細胞を体内埋植する治療法、（d）ＢＭＰなどタンパク製剤やペプチド製剤、核酸などのＤ

ＤＳなど、新しいパイプラインが開発計画に組み込まれる可能性があると見込んでおります。これらの事業化候補については、現

在は基礎研究段階であり事業計画に織り込まれておりませんが、事業化が順調に進展しない場合、将来の重要なアップサイドポ

テンシャルを失う可能性があります。

　

(2) 知的財産権・訴訟等に関するリスク

① 特許の取得状況等に関する事項

当社グループは、下表に記載の自己組織化ペプチド技術にかかる物質特許及び当該物質特許を利用した基本的な用途特許（以

下これらを併せて「基本特許群」という。）につき、当社子会社がＭＩＴより専用実施権（再許諾権付）の許諾を受け、当社が当

社子会社より実施権の再許諾を受けており、また当社グループにて特許出願しております。

当社は、下記のＭＩＴを権利者とする自己組織化ペプチド物質特許（出願国：米国）について、自己組織化ペプチド応用技術

に係るＭＩＴ出身の研究者により設立されたバイオベンチャー企業であるARCH Therapeutics, Inc.社と、非独占的なサブライ

センス契約を締結しております。しかしながら、米国ARCH Therapeutics, Inc.社は現在、事実上事業を展開しておらず、現時点に

おいて当社グループと競合するおそれは低いものと考えておりますが、将来的な競合の可能性は否定できません。

基本特許群は自己組織化を起こしハイドロゲルを形成するペプチド群を全てカバーしており、国、地域によりばらつきはある

ものの、主な特許は既に登録済みとなっております。しかしながら、基本特許群のうち、現在登録に至っていないものについては、

最終的に登録に至らない可能性があり、その場合には当社グループの将来の事業を完全に保護することができない可能性があり

ます。また、当社グループの事業を包含するバイオマテリアル関連産業においては、日々研究開発活動が繰り広げられており、当

社グループの技術を超える優れた技術が開発されることにより、基本特許群が淘汰される可能性は否定できません。

また、当社グループは基本特許群を用いて多数の研究機関と応用技術にかかる共同研究を行っており、主要なパイプラインに

関するもの以外についても既に複数の用途特許について共同出願しておりますが、すべての特許について登録に至るとは限りま

せん。当社グループは既に基本特許群を確保しているとはいえ、これらの特許が成立しなかった場合、一部特許権を行使すること

ができず、当社グループの将来の事業を完全に保護することができない可能性があります。

　

② 訴訟等に関する事項

当社グループは、自己組織化ペプチド技術を用いた製品開発を行う限りにおいて、第三者の特許権等の知的財産権を侵害する

可能性は極めて低いと考えております。また、当社グループは第三者の知的財産権に関する調査を随時行っており、提出日現在に

おいて、当社グループの事業活動が第三者の知的財産権に抵触している事実はなく、第三者との間で訴訟やクレームといった問

題が発生したという事実もありません。しかし、当社グループは、今後多岐に渡る事業展開を考えていることから、かかる知的財

産権侵害の問題を完全に回避できない可能性があります。将来、当社グループの事業活動が第三者の知的財産権を侵害している

として損害賠償請求等の訴訟を提起された場合には、解決に多大な時間及び経費を要するおそれがあり、当社グループの事業戦

略、財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。また、知的財産権以外にも事業活動に付随するその他の訴訟を

提起される可能性があり、訴訟等の内容および結果によっては、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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また、このような事例において結果として当社グループの責任が否定されたとしても、知的財産権侵害に基づく損害賠償請求

等がなされたこと自体によるネガティブ・イメージにより、製品に対する信頼に影響が生じ事業活動に影響を与え、当社グルー

プの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

＜基本特許群に係る特許権の状況＞

製品・パイプライン 対象発明の名称 登録番号 出願国 権利者

物質特許

吸収性局所止血材

粘膜隆起材

血管塞栓材

歯槽骨再建材

PuraMatrix

自己組織化ペプチド物質特許 US 5670483米国

（登録）

ＭＩＴ

自己組織化ペプチド物質特許

（自己組織化方法・阻害方法含む）

US 6548630米国

（登録）

ＭＩＴ

自己組織化ペプチド物質特許 WO 06/014570米国

（出願中）

3-D Matrix,

Inc.

用途特許

吸収性局所止血材

粘膜隆起材

自己組織化ペプチドの止血材及び

組織閉塞材方法

特願

2008-316133

日本

（出願中）

当社

歯槽骨再建材

PuraMatrix

自己組織化ペプチド細胞培養法 US 5955343米国

（登録）

ＭＩＴ

歯槽骨再建材

PuraMatrix

自己組織化ペプチド細胞培養法 US 6800481米国

（登録）

ＭＩＴ

PuraMatrix

ＤＤＳ

自己組織化ペプチド

たんぱく質の薬物送達法

US 7098028米国

（登録）

ＭＩＴ

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

軟骨細胞培養法

US　7449180米国

（登録）

ＭＩＴ

EP 1367961欧州

（登録）

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

修飾ペプチド物質特許（注）

US 7713923米国

（登録）

ＭＩＴ

PuraMatrix 自己組織化ペプチド神経再生法 US

2005/0287186

米国

（出願中）

ＭＩＴ

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

軟骨細胞培養法

第507629号 日本

（登録）

ＭＩＴ

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

修飾ペプチド細胞培養法

第5057781号日本

（登録）

ＭＩＴ

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

心筋組織再生法

EP 2089047欧州

（登録）

3-D Matrix,

Inc.

PuraMatrix 自己組織化ペプチド

細胞培養法及び細胞培養物

第5263756号日本

（登録）

岡山大学、

当社

（注）欧州・日本・カナダの各国への特許出願及びＰＣＴに基づく国際特許出願も実施しており、現在審査中であります。
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(3) 経営成績、財務状況等に関するリスク

① 業績の推移に関する事項

当社は、日本における吸収性局所止血材製品に関し、扶桑薬品工業株式会社と独占販売権許諾契約を締結し、その製品開発にお

いては臨床試験を終了し製造販売承認申請中ではありますが、未だ承認取得には至っておらず、そのため製品の売上による事業

収益は計上しておりません。現在までの事業収益は、主に上記を含む過去に締結した販売提携契約に基づく収益であり、また、平

成24年４月期を除き研究開発活動に伴う費用計上が収益を上回り、営業損失、経常損失、当期純損失を計上しておりました。この

ため、過年度の財務経営指標は、当社の期間業績比較及び将来の業績を予測する材料としては不十分な面があります。

　

② マイナスの利益剰余金を計上していることに関する事項

当社グループは研究開発型企業であり、医療製品が販売されるまでには研究開発費用が先行して計上されることとなります。

そのため、第９期連結会計年度末においてマイナスの利益剰余金（△2,266,212千円）を計上しております。現時点における当社

グループの開発製品は医療製品の中でも医療機器として製造承認の取得を目指しており、医薬品と比べて開発に要する費用と期

間は格段に少なくなることを想定しております。計画どおりに研究開発を推進することにより、早期の利益確保を目指しており

ます。しかしながら将来において、事業計画どおりに進展せず、当期純利益を獲得できない可能性及び利益剰余金がプラスとなる

時期が遅れる可能性があります。

　

③ 税務上の繰越欠損金に関する事項

当社グループには、提出日現在において多額の税務上の繰越欠損金が存在しております。そのため繰越欠損金の期限が切れた

場合には、課税所得の控除が受けられなくなります。そうした場合、通常の法人税率に基づく法人税、住民税及び事業税が計上さ

れることとなり、当期純利益及びキャッシュ・フローに影響を与える可能性があります。

　

④ 資金繰りに関する事項

当社グループは研究開発型企業であり、今後もパイプラインの開発費用が先行して発生します。事業提携やライセンスアウト

等の契約の獲得、多様な資金調達等による資金確保に努めますが、事業計画どおりに進展しない場合には資金不足となり、事業継

続に重大な影響を与える可能性があります。

　

⑤ 配当政策に関する事項

当社グループは、創業から平成23年４月期までは当期純損失を計上しており、利益配当は実施しておりません。また、当期（平

成25年４月期）においても、978,331千円の当期純損失を計上しており、累積損失が処理された段階において財政状態及び経営成

績を勘案しつつ利益配当についての方針を検討する所存であります。

　

(4) 組織に関するリスク

① 業歴が浅いことに関する事項

当社は平成16年５月に設立された社歴が浅い会社であり、期間業績比較を行うには十分な財務数値が得られません。また研究

開発型企業であり、創業以来提出日現在で上市に至った製品はなく、事業ステージは先行投資の段階にあります。このため、事業

の特性を踏まえると、過年度の経営成績だけでは、今後の業績を予想する材料としては不十分な面があります。

　

② 小規模組織に関する事項

当社グループは提出日現在、親会社で取締役５名、監査役３名、従業員20名の計28名体制、子会社で取締役８名（内４名は親会

社役員が兼務）、従業員８名の計16名体制の小規模組織であります。当社グループでは、業務遂行体制の充実に努めております

が、小規模組織であり、内部管理体制も規模に応じたものとなっております。当社グループでは、今後の事業拡大に向け組織体制

の一層の充実を図ってまいりますが、適切な組織体制の構築ができない場合には、経営効率に影響を及ぼす可能性があります。一

方、急激な規模拡大は固定費の増加につながり、当社グループの財政状態と経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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③ 特定の人物への依存に関する事項

当社グループの事業推進者は、当社代表取締役である永野恵嗣と髙村健太郎であります。この両名は経営戦略、開発戦略の決

定、事業計画の策定、管理業務の推進における責任者として大きな影響力を有しております。このため、当社グループでは、両名に

過度に依存しない体制を構築すべく、経営組織の強化を図っておりますが、当面は依存度が高い状態で推移すると見込まれます。

そのため、両名が何らかの理由で業務を継続することが困難になった場合には、事業戦略や経営成績に重大な影響を及ぼす可能

性があります。

　

④ 人材の確保及び育成に関する事項

当社グループの競争力の核は研究開発力、事業企画力にあるため、専門性の高い研究者等の人材の確保が不可欠であり、事業拡

大を支えるために営業、製造、内部管理等の専門人材も必要となってきております。当社グループでは、優秀な人材の確保及び社

内人材の育成に努めておりますが、人材の確保及び育成が計画どおりに進まない場合には、当社グループの財政状態と経営成績

に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

(5) その他

① 上場時の調達資金の使途に関する事項

当社は、上場時の調達資金の使途については、研究開発資金に充当していく方針でありますが、環境変化による予測不可能な技

術革新や研究開発活動の長期化など投資効果をあげられる保証はありません。このような場合、投資家の期待している収益に結

び付かない可能性があります。

　

② 新株予約権の行使による株式価値の希薄化に関する事項

当社はストック・オプション制度を採用しております。既に発行されたストック・オプションには、旧商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定に基づき新株予約権を付与する方式により株主総会にて決議されたもの、会社法第236条、第238条及び第239条

の規定に基づき新株予約権を付与する方式により株主総会にて決議されたものがありますが、発行済みの新株予約権が全て行使

された場合の潜在株式数は、平成25年４月末日現在で合計651,200株となり、この潜在株式数と当社の発行済株式数9,468,000株

とを合計した数10,119,200株に対し6.4％を占めております。これらの新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たり

の株式価値は希薄化する可能性があります。当社は、今後も優秀な人材確保のために、同様のインセンティブを継続して実施して

いくことを検討しております。従いまして、今後付与される新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値

はさらに希薄化する可能性があります。

　

③ ベンチャーキャピタル等の当社株式保有比率に関する事項

当社の平成25年４月末時点における発行済株式総数は9,468,000株であり、そのうちベンチャーキャピタル及びベンチャー

キャピタルが組成した投資事業組合（以下、「ＶＣ等」という。）が所有している株式数は59,300株であり、その所有割合は上場

前の24.6％から0.6％となっております。

一般的にＶＣ等が未上場株式に投資を行う目的は、上場後に当該株式を売却してキャピタルゲインを得ることであることか

ら、ＶＣ等は当社の株式公開後の現在において所有する株式の一部または全部を売却することが想定されます。このことから、当

社株式売却により、需給バランスの悪化が生じる可能性があり、当社株式の市場価格が低下する可能性があります。

　

④ 為替に関する事項

当社グループの取引のうち、自己組織化ペプチド技術製品の原材料の製造委託については、主に外貨建での決済が行われてお

りますが、当社グループにおいては特段の為替リスクヘッジは行っておりません。

そのため、予想以上に為替相場の変動が生じた場合には、当社グループの業績はその影響を受ける可能性があります。
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第３【参照書類を縦覧に供している場所】
 

株式会社スリー・ディー・マトリックス　本店

（東京都千代田区麹町三丁目２番４号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】
 

該当事項はありません。
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